
 

参考資料２ 

地方総合物流施策推進会議の体制について 

 

推進会議 開催状況 推進会議の体制 

北海道総合物流施策推進会議 平成 14 年 3 月 26 日   （国の機関） 

北海道総合通信局 

公正取引委員会事務総局北海道事務所 

函館税関 

北海道経済産業局 

北海道開発局 

北海道運輸局 

北海道地区環境対策調査官事務所 

（地方公共団体） 

北海道 

札幌市 

（都道府県警察） 

北海道警察本部 

（学識経験者） 

札幌大学経営学部教授 

（経済団体） 

北海道経済連合会 

北海道商工会議所連合会 

ホクレン農業協同組合連合会 

北海道漁業協同組合連合会 

北海道船主協会連合会 

北海道港運協会 

北海道倉庫業連合会 

北海道トラック協会 

北海道通運業連盟 

日本貨物鉄道株式会社北海道支社 

航空貨物運送協会北海道国際地方部会 

東北地方総合物流施策推進会議 平成 14 年 3 月 20 日     （国の機関） 

公正取引委員会事務総局東北事務所   

横浜税関 

東北農政局 

東北経済産業局 

東北地方整備局 

東北地方整備局  

東北運輸局 

新潟運輸局 

東北総合通信局 

東北地区環境対策調査官事務所 

東北管区警察局 

（地方公共団体） 

青森県 

岩手県 

宮城県 

秋田県 

山形県 

福島県 

仙台市 

（都道府県警察） 

青森県警察本部 

岩手県警察本部 



 

宮城県警察本部 

秋田県警察本部 

山形県警察本部 

福島県警察本部 

（経済団体） 

 (社)東北経済連合会 

東北六県商工会議所連合会 

 

関東地方総合物流施策推進会議 平成 14 年 3 月 19 日 

          

（国の機関） 

警察庁関東管区警察局 

総務省関東総合通信局 

総務省信越総合通信局 

公正取引委員会事務総局経済取引局 

財務省東京税関 

財務省横浜税関 

財務省名古屋税関 

農林水産省関東農政局 

経済産業省関東経済産業局 

国土交通省北陸信越運輸局 

国土交通省関東運輸局 

国土交通省関東地方整備局 

国土交通省関東地方整備局 

国土交通省北陸地方整備局 

環境省関東地区環境対策調査官事務所 

（地方公共団体） 

茨城県 

栃木県 

群馬県 

埼玉県 

千葉県 

東京都 

神奈川県 

山梨県 

長野県 

千葉市 

横浜市  

川崎市  

（都道府県警察） 

警視庁 

茨城県警察本部 

栃木県警察本部 

群馬県警察本部 

埼玉県警察本部 

千葉県警察本部 

神奈川県警察本部 

山梨県警察本部 

長野県警察本部 

（経済団体） 

社団法人経済団体連合会                   

関東商工会議所連合会                     

社団法人長野商工会議所連合会              

関東ブロック商工会連合会連絡協議会        

日本貨物鉄道株式会社                      

関東トラック協会                          

東京路線トラック協議会                    



 

東京地方通運連盟会                        

関東旅客船協会                            

関東沿海海運組合                          

社団法人東京港運協会                      

横浜港運協会                              

関東倉庫協会連合会                        

関東冷蔵倉庫協議会                        

 

北陸地方総合物流施策推進会議 平成 14 年 3 月 15 日 

 

（国の機関） 

信越総合通信局 

北陸総合通信局 

東京税関 

大阪税関、     

北陸農政局 

関東経済産業局 

中部経済産業局      

北陸地方整備局 

北陸地方整備局 

北陸信越運輸局    

中部運輸局 

北越地区環境対策調査官事務所 

（地方公共団体） 

新潟県 

富山県 

石川県 

福井県 

長野県 

（都道府県警察） 

新潟県警察本部 

富山県警察本部 

石川県警察本部 

福井県警察本部 

長野県警察本部 

（経済団体） 

東北経済連合会 

北陸経済連合会 

新潟県商工会議所連合会 

富山県商工会議所連合会 

石川県商工会議所連合会 

福井県商工会議所連合会 

（オブザーバー） 

近畿経済産業局産業振興部 

東海地方総合物流施策推進会議 平成 14 年 3 月 8 日 

 

 

（国の機関） 

警察庁関東管区警察局 

警察庁中部管区警察局 

総務省東海総合通信局 

財務省名古屋税関 

農林水産省関東農政局 

農林水産省東海農政局 

環境省中部地区環境対策調査官事務所 

経済産業省関東経済産業局 

経済産業省中部経済産業局 

国土交通省中部地方整備局 

国土交通省中部運輸局 

（地方公共団体） 



 

岐阜県 

静岡県 

愛知県 

三重県 

名古屋市 

名古屋港管理組合 

四日市港管理組合 

（都道府県系本部）  

岐阜県警察本部 

静岡県警察本部 

愛知県警察本部 

三重県警察本部、 

（経済団体） 

（社）中部経済連合会 

岐阜県商工会議所連合会 

（社）静岡県商工会議所連合会 

愛知県商工会議所連合会 

三重県商工会議所連合会 

近畿地方総合物流施策推進会議 平成 14 年 1 月 25 日  （国の機関） 

近畿運輸局 

神戸海運監理部            

近畿地方整備局          

近畿地方整備局        

近畿経済産業局 

近畿管区警察局         

大阪税関          

神戸税関          

近畿農政局         

近畿総合通信局          

大阪航空局         

中部運輸局           

北陸地方整備局         

中部地区環境対策調査官事務所 

近畿地区環境対策調整官事務所              

（地方公共団体） 

大阪府          

京都府         

兵庫県       

奈良県          

滋賀県         

和歌山県 

福井県 

大阪市     

京都市        

神戸市 

（都道府県警察）          

大阪府警察本部           

京都府警察本部          

兵庫県警察本部         

奈良県警察本部           

滋賀県警察本部          

和歌山県警察本部 

福井県警察本部        

（経済団体） 

関西国際空港株式会社 



 

日本貨物鉄道株式会社         

社団法人関西経済連合会      

近畿商工会議所連合会・大阪商工会議所       

近畿トラック協会              

大阪地方通運業連盟              

全国内航輸送海運組合              

近畿旅客船協会              

兵庫県港運協会              

近畿倉庫協会連合会              

近畿冷蔵倉庫協議会   

中国地方総合物流施策推進会議 平成 14 年 3 月 14 日 

 

 

（国の機関） 

中国管区警察局 

神戸税関 

中国四国農政局 

中国経済産業局 

中国総合通信局 

中国地方整備局 

中国運輸局 

中国地区環境対策調査官事務所 

（地方公共団体） 

鳥取県 

島根県 

岡山県 

広島県 

山口県 

広島市 

（都道府県警察） 

鳥取県警察本部 

島根県警察本部 

岡山県警察本部 

広島県警察本部 

山口県警察本部 

（経済団体） 

中国経済連合会 

中国地方商工会議所連合会 

中国トラック協会 

広島地方通運業連盟 

中国地方海運組合連合会 

中国地方港運協会 

中国地方倉庫協会連合会 

中国冷蔵倉庫協議会 

日本貨物鉄道株式会社 

四国地方総合物流施策推進会議 平成14年2月27日 

 

（国の機関） 

四国運輸局 

四国地方整備局 

四国経済産業局 

四国管区警察局 

神戸税関 

中国四国農政局 

四国総合通信局 

四国地区環境対策調査官事務所 

（地方公共団体） 

徳島県 

香川県 

愛媛県 



 

高知県 

（都道府県警察） 

徳島県警察本部 

香川県警察本部 

愛媛県警察本部 

高知県警察本部 

（経済団体） 

四国経済連合会 

四国商工会議所連合会 

香川県商工会連合会 

四国トラック協会連合会 

四国地方通運業連盟 

四国地方海運組合連合会 

愛媛内航海運組合連合会 

四国旅客船協会 

四国港運協会 

四国倉庫連合会 

四国冷蔵倉庫協会 

九州地方総合物流施策推進会議 平成 14 年 3 月 19 日 

 

(国の機関) 
九州管区警察局 
公正取引委員会九州事務所 
門司税関 
九州農政局 
九州経済産業局 
九州運輸局 
九州地方整備局 
九州地方整備局 
九州総合通信局 
九州地区環境対策調査官事務所 
(地方公共団体) 
福岡県 
佐賀県 
長崎県 
熊本県 
大分県 
宮崎県 
鹿児島県 
福岡市 
北九州市 
(都道府県警察) 
福岡県警察本部 
佐賀県警察本部 
長崎県警察本部 
熊本県警察本部 
大分県警察本部 
宮崎県警察本部 
鹿児島県警察本部 

(学識経験者) 

福岡大学工学部 教授                    
九州大学大学院経済学研究院 教授  
（経済団体） 
 (社)九州・山口経済連合会 
九州商工会議所連合会福岡商工会議所 

沖縄地方総合物流施策推進会議 平成 14 年 2 月 18 日 

 

 

（国の機関） 

沖縄総合事務局 

沖縄地区税関 

大阪航空局那覇空港事務所 

沖縄総合通信事務所 

環境省九州地区環境対策調査官事務所  

（地方公共団体） 

沖縄県 



 

那覇市  

（都道府県警察） 

沖縄県警察本部 

（経済団体） 

沖縄県商工会連合会 

那覇商工会議所 

沖縄商工会議所 

浦添商工会議所 

沖縄宮古商工会議所 

日本道路公団九州支社沖縄管理事務所 

社団法人沖縄県工業連合会 

沖縄県中小企業団体中央会 

社団法人沖縄県トラック協会 

沖縄地方内航海運組合 

社団法人沖縄港運協会 

社団法人沖縄県倉庫協会 

沖縄県冷蔵倉庫協会 

沖縄県経済農業協同組合連合会 

沖縄県漁業協同組合連合会 

沖縄協同青果株式会社 

 


